
§7-5　 intermediate energy nucleon scattering

§7-3章でやったように、ストリッピング反応やピックアップ反応に代表される直接反応は、
その反応機構がシンプルであるため、自由な核子と束縛された核子との相互作用だけでな

く、核構造の一面を捉えるのに便利である。

特に核子と原子核の散乱は、入射粒子の内部自由度が普通無視できるので、特に便利であ

る。そして直接反応を見るには、入射粒子のエネルギーが 100MeVから 1000MeVの中間
エネルギーが最適である。

中間エネルギーより低いエネルギーだと核子が原子核を通過する時間が長くなって、mulitiple
scatteringが起こって反応が複雑になる。逆に中間エネルギーより高いエネルギーだと良
いエネルギー分解能が出せず、また同時にパイオンや他の粒子（∆、他の中間子）が生成
してくるので核子-原子核間相互作用を見る条件としては不適切である。
ここで再び、簡単のために終状態が２体だけの反応を考える。我々が主眼に置きたいの

は (p, p′)と表される protonの非弾性散乱と、(p, n),(n, p)の charge exchange reactionsで
ある。

Scattering amplitude

§7-3章でやったように、Born近似での散乱振幅は核子-核子間相互作用ポテンシャルの行
列要素を使って表せる。

f(θ) = − µ

2π~2
〈χkf

(r0)Φf (r1, r2, · · · , rA)|
A∑

i=1

V (r0i)|χki(r0)Φi(r1, r2, · · · , rA)〉 (7-82)

ここでχki(r0)、χkf
(r0)はそれぞれ、入射粒子とそれが散乱された後の波動関数、Φi(r1, r2, · · · , rA)、

Φf (r1, r2, · · · , rA)は、原子核の始状態と終状態を表す波動関数である。
散乱振幅を計算は次の三つに分けられる。

1. optical model potentialによって χki(r0)、χkf
(r0)を計算する。直接反応によるもの

では無い効果はすべて optical model potencialで平均化される。

2. 入射核子と原子核内の核子との間のポテンシャル V (r0i)を計算する。このポテンシャ
ル＋”background”としての optical model potentialのもとで直接反応が起きる。

3. 原子核の始状態と終状態の波動関数、Φi、Φf の計算。特にその間の関係が重要。

ここからはターゲットとなる原子核の始状態と終状態の関係を原子核の構造から考えてい

く。

簡単のためにターゲットは偶々核でできているとする。このとき原子核の基底状態は 0+で

ある。よって散乱によってターゲット核に移行した角運動量はそのままターゲット核の終

状態のスピンとパリティからすぐに分かる。

(7 − 82)式での基本的な仮定は、入射核子はターゲットの中のひとつの核子としか相互作
用しない、ということである。(p, p′)反応の場合、入射してきた protonが原子核の中のひ
とつの核子の一粒子状態を励起させると考える。(p, n)反応の場合、入射してきた proton
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が原子核内に捕えられ、neutronが一つはじき出されると考える。どちらの場合も、ター
ゲット核は主に (1p1h)状態に励起される。
原子核の始状態と終状態の波動関数の関係は、以下に定義する”transition density”を使っ
て表される。

ρtr(1p1h) =
∑
ph

aph|φp〉〈φh| (7-83)

ここで φh(r)はターゲット核の基底状態では占有されていた一粒子状態で、φpは、散乱前

は空いていた一粒子状態である。

もし、|(1p1h)Jπ〉が完全に 1p1hの励起状態の線型結合で表されるのなら、transition density
operatorを使って規格化条件として以下の式を定めることができる。

| 〈(1p1h)Jπ|ρtr(1p1h)|ground state〉 |2= 1

こうすると |(1p1h)Jπ〉は transition density operatorを ground stateに作用させた式で展
開でき、

|(1p1h)Jπ〉 = ρtr(1p1h)|ground state〉 =
∑
ph

aph|φp〉〈φh|ground state〉

ただし、この 1p1h状態というのは、２体間の残留相互作用が無視できる極限でのハミル
トニアンの固有状態である。(§6-8参照) 一般には、原子核のハミルトニアンの固有ベクト
ルは他の要素も含まれているので原子核の終状態は以下のように表される。

|Φf (r1, r2, · · · , rA)〉 =
∑
ph

aph

A∑
i=1

|φp(ri)〉〈φh(ri)|Φi(r1, r2, · · · , rA)〉+other components

(7-84)
ここで、Φi,Φf はそれぞれ、始状態と終状態の原子核の波動関数を表す。

次にこの展開係数 aph を 1p1h-transition opreratorを使って以下のように表す。

aph =
A∑

i=1

〈Φf (r1, r2, · · · , rA)|φp(ri)〉〈φh(ri)|Φi(r1, r2, · · · , rA)〉 (7-85)

transition densityは、原子核の２つの特定の状態を関係づける量であり、プローブや反応
のメカニズムにはよらない。このため、1p1h励起の途中の過程は違っても始状態と終状態
が同じなら、同じ transition densityが現れる。
よって我々は電磁気的遷移や電子の非弾性散乱を使って、(p, p′)反応の transition density
を調べることができる。また (p, n), (n, p)反応では、transition densityは β崩壊のレート

や、パイオンや軽い原子核をプローブとして charge exchange reactionの散乱断面積を調
べることによって transition densityが調べられる。
今までは散乱される粒子は入射核子のみとしてきたが、この仮定は散乱振幅の直接項だけ

を扱ってることになり、以下のような式で表される。

fD(θ) = − µ

2π~2

∑
ph

aph〈χkf
(r0)φp(r)|V (r0, r)|χki(r0)φh(r)〉 (7-86)

積分はターゲット中の反応に関係無い原子核の座標について行われる。今、直接反応で 1p1h
励起しか起こらないと仮定しているので、1p1h励起以外の要素はゼロになる。
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今度は散乱される粒子が入射粒子とは違う場合で、散乱振幅の exchange partは、適当な
反対称化をして式 (7 − 86)と同様にして以下のように表せる。

fE(θ) = − µ

2π~2

∑
ph

aph〈χkf
(r0)φp(r)|V (r0, r)|χki(r)φh(r0)〉 (7-87)

散乱振幅をこのようにシンプルな形で書けたのは、入射核子がターゲット核の中のただ一

つの核子と一回しか相互作用しないと考えているからであり、残りの核子はこの反応の「傍

観者」でしかない。

Nucleon-nucleus interaction potential

ここでは、散乱振幅の表式中にある相互作用ポテンシャル V (r0, r)をどうしたらいいかを
考える。半経験的に導かれたものの一例として、Michigan three-Yukawa(M3Y)ポテンシャ
ルがある。これはたった３つの湯川ポテンシャルの重ね合わせで、多くの (p, p′)反応の微
分散乱断面積をかなりよい精度で予言できる。

ここで再び、中間エネルギーの核子が原子核に散乱されるとき何が起こるかを考える。入射

核子はターゲット核の中のひとつの、衝突する核子と相互作用するレンジに入る前は、原子

核が作る optical potential中にある。そのときの入射核子の波動関数は、optical potential
によって変形される。相互作用の結果、ターゲット核の中のひとつの核子を異なる一粒子

状態に移し、散乱された核子は離れ、再び optical potentialの中を進んで行く。散乱振幅
を計算するのに必要な３つの部分（optical potential、核子-核子間相互作用、原子核の波
動関数）は、まったく独立に扱ってよい。一方で、これら３つの要素は核子間の相互作用か

ら導かれるものなので、原理的には同じ核子間相互作用のポテンシャルから導かれるはず

である。このため、問題を self-consistentな方法で解くことが可能である。多体問題で実
際にこのようなアプローチが行えるというのは稀なことなので、興味深い発展であり、近

年中間エネルギーでの核子ー原子核散乱の研究がたくさん行われている。

Relativistic and other effects

核子-原子核散乱は基本的な反応機構を理解するのにも使われている。（基本的な反応機構
というのは）例えば、今までは非相対論的シュレディンガー方程式が成立すると仮定して

きたが、入射粒子の運動エネルギーとその質量に近くなると、相対論的効果が重要になっ

てくる。つまりローレンツ共変な式としてシュレディンガー方程式の代わりにディラック

方程式を使う必要がある。

(iγµ∂µ − m)ψ(x) = 0

ψ =


ψ1

ψ2

ψ3

ψ4
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波動関数の４つの成分の内、上２つが核子の状態を記述し、下の二つが反粒子を表してい

る。（注意：上記のことは γ 行列を

γ0 =

(
1 0
0 −1

)
γi =

(
0 σi

−σi 0

)

と、とった場合である。）

高エネルギーでは、多体系での散乱問題について Dirac方程式を解く必要がある。しかし
ながら、相対論的な多体問題を扱うことはまだあまり行われておらず、こういった相対論

的効果がどのようなものなのかがはっきり分かるには時間がかかるかもしれない。

charge echange reactionで興味深いのは強い相互作用と弱い相互作用が関係しているプロ
セスである。(p, n), (n, p) 反応はその反応機構がシンプルで原子核の遷移行列要素が β 崩

壊と同じになるので望ましい。(原子核での始状態と終状態が一緒）。運動エネルギー以外
で、β 崩壊と charge exchange reactionの違いは、その結合定数だけである。もしそうな
らば、この 2 つの過程が起こる比はターゲット原子核の種類に関係ないし、事実このこと
は実験で示されている。結果、§6-2でやったように巨大共鳴の知識や sum ruleが、charge
exchange reactionの場合にも適用できる。
一方で、中間エネルギー領域での核子-原子核散乱は自由な核子と原子核に束縛された核子
との相互作用の情報を得るよい手段だと見ることもできる。これは計算に必要な 3つの要
素（optical potential、核子-核子間相互作用、原子核の波動関数）のうち 2 つが他の方法で
確認できれば可能である。たとえば、optical potentialは弾性散乱をうまく説明したので、
optical potentialを (p, p′) 反応や charge exchange reactionでも使えるだろうと推測でき
る。また、散乱過程から分かる原子核の構造は他の多くの過程から分かるそれと一致する。

よって遷移行列を中間エネルギーの電子非弾性散乱等と比べることによって、得られた情報

が正しいかどうかを確かめられる。結局のところ核子核子間相互作用を表す V (r, r0)が一
番調べにくく、始状態と終状態を注意深く選べば、これの一面を調査できる。最終的に、こ

れらの 3 つの要素全てがわかれば、核子ー原子核散乱において、核子の内部自由度が効い
てくるような効果があるのか、という問題を考えることができる。例えばエネルギーが十分

高くて∆粒子が発生し、特にそれがパイオンと核子に崩壊するチャンネル（P33-resonace)
を考える。∆は他の核子とは区別できるものであり、核子によるパウリブロッキングを受
けない。1p1h excitationの代わりに ∆-hole excitationが起こる。すでにこのことは確認
されているが、まだ精度が低く従来の原子核の効果による寄与を計算できず、確かな結果

は得られていない。

High-energy nuclear physics

実験では proton beamは TeVのオーダーのエネルギーまで使えるようになってきている。
これくらいの高エネルギーを扱う上での問題点は protonが散乱されたときに多くの粒子が
生成されてしまうことである。しかし、100GeVを超えると J/ψ粒子の生成が重要になっ

てくる。これらは比較的長い寿命で、高エネルギーで起こるイベントの中では崩壊幅が特

に狭いので特定が比較的簡単である。なので、J/ψの生成率は高エネルギーの protonの散
乱で起こる物理を調べるために使われることがある。
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protonの運動量が 100GeV/cを超えると、ドブロイ波の波長は 10−2fm以下となり、原子

核の大きさよりも小さくなる。このように小さい波長だと、自由な核子と原子核に束縛さ

れた核子との違いはずっと小さいと予想されたが、実験結果は大きく予想をはずれ原子核

の標的のほうが J/ψ 生成の断面積が小さいことがわかった。J/ψ 以外にも K中間子や π

中間子でも実験が行われ、やはり違いが現れた。これは自由な核子と原子核中に束縛され

た核子とでは違うという決定的な証拠である。

これについての説明は色々なされているが、実験はまだ少なくこれから調べていく段階に

ある。
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